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期間限定複数年度

( 年度～ 年度）

単位 区分 1 年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度

見込

実績

見込

実績

見込

実績

単位 区分 1 年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度

目標

実績

達成率

目標

実績

達成率

目標

実績

達成率

単位 区分 1 年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度

目標

実績

達成率

目標

実績

達成率

目標

実績

達成率

01 06 02 02 大事業 中事業

39 01

1 年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 1 年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度

0

-2,101 

0

0

-168 

-2,269 

千円

（予　算） （決　算）

委託料 6,638 委託料 6638 千円

支出事業内容 支出事業内容

主　な 主　な

7

最終予算額 6,638 千円 予算執行率 99.9% トータルコスト(A+B) 5,339 9,007 6,744

人件費計(千円)(B) 70 100 107 103

6,703 6,703 -2,263 

0

延べ業務事務時間 20 30 32 30 30 2
財源名称

ナラ枯れ被害拡大防止総合対策事業費補助金 従事正職員人数 1 1 1 1 1

6,600 合計(A) 5,269 8,907 6,637 6,600

103

220 100 100 -220 

合計 5,560 8,907 6,638 6,600 6,600 -2,270 

一般財源 291 220 52 100 100 一般財源 0

その他特財

0

その他特財 0

町　債 町　債

6,500 県支出金 5,269

0

県支出金 5,269 8,687 6,586 6,500 6,500 -2,050 8,687 6,637 6,500

予算
（千円）

前年比
決算

（千円）
前年比

実 績 実 績 見込 見込

国庫支出金 国庫支出金

実績 見込 見込 実 績 実 績 実績

予算科目
会計 款 項 目 予算上の事業名 事業番号

一般会計 農林水産業費 林業費 林業振興費 ナラ枯対策事業費 04022

100 50 50

115

３．事務事業の予算・コスト概要

412.0% 106.0% 135.3% 541.0%

ウ 樹幹注入 → ウ 樹幹注入本数

イ 伐倒及び立木くん蒸処理 → イ 伐倒及び立木くん蒸処理本数 本

  115.0% 230.0%

本

100 400 400 100 100

412 424 541

100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

回

1 1 1 1 1

1 1 1

③主な活動内容 ⑥活動指標

ア 被害木探査 → ア 被害木探査回数

  115.0% 230.0%

100 50 50

115ウ 被害予防 → ウ 樹幹注入本数 本

イ 被害の拡大を防ぐ → イ 伐倒及び立木くん蒸処理本数

412.0% 106.0% 135.3% 541.0%

本

100 400 400 100 100

412 424 541

100 100

412 399 541

412.0% 99.8% 135.3% 541.0%

ア 被害の拡大を防ぐ → ア 枯死木の確認本数 本

100 400 400

②意図（対象をどのような状態にしたいのか） ⑤成果指標（意図の達成度）

ウ → ウ

イ → イ

２．事務事業の対象・意図・活動・成果指標

①対象（誰、何を対象にしているのか）　　 ④対象指標

ア ナラ枯れ枯死木 → ア ナラ枯れ枯死木数 本
100 400 400 400 400

412 399 541

単年度繰返し

ナラ枯れ被害の探査及び被害拡大防止のための駆除

平成22年度、全国的に被害拡大が進んでいるナラ枯れ
の被害が町内で発見された。早期な駆除が望まれ、放
置若しくは対応が遅れた場合拡大し、鳥取県のように
早期に適切な対応ができなかった場合、年間3千万円
以上の費用をかけても効果が望めなくなる。津山市阿
波方面と共に、町内へは鳥取県境から上齋原地域を西
南進で被害木が確認されている。単年度のみ

１．事務事業の概要

①事業期間 ②今年度の事業内容（具体的な内容、事務概要等を簡潔に記載する） ③開始したきっかけ（いつ頃、どんな経緯で）

平田　誠

施策名 林業の振興 根拠法令等 森林法
04022

政策名 地域経済を支える里づくり 係名 林務係 担当者・シート作成者

事業番号 事務事業名 ナラ枯対策事業費 所管課名 産業観光課 年度課長名 小椋　正己

令和 3 年度　事後評価・決算 簡易 令和4年11月 作成


